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経済財政改革の基本方針2008
～地方分権改革部分の抜粋～

（１） 地方分権改革

【改革のポイント】

１． 平成21年度中できるだけ速やかに「新分権一括法案」を国会に提出する。

２． 国の出先機関を大胆に合理化する。

３． 道州制の本格的な導入に向けた「道州制ビジョン」を策定する。

【具体的手段】

（１） 地方分権改革の推進

「地方分権改革推進委員会」（以下、「同委員会」という。）の「第１次勧

告」を受けた「地方分権改革推進要綱（第１次）」に基づき取り組む。同

委員会は、平成20年内に地方自治体に対する国の法令による義務付け・枠

付けの見直しの検討を進めるとともに、国・地方の財政状況を踏まえつつ、

国庫補助負担金、地方交付税、税源移譲を含めた税源配分の見直しの一体

的な改革に向け地方債を含めた検討を行い、順次勧告する。

これら勧告を踏まえ、「地方分権改革推進計画」を策定し、「新分権一括法

案」を平成21年度中できるだけ速やかに国会に提出する。

（２） 国の出先機関の見直し

同委員会は、経済財政諮問会議の提言を踏まえた「第１次勧告」で示した

次のような仕分けの考え方及び見直しの進め方に沿って、仕事及びこれに

伴う人員の移譲を含む国の出先機関の抜本的な改革について勧告を行う。

政府として、これを実現するための計画を平成20年度内に策定する。

① 事務・権限が法令上一の主体に専属させられておらず、国と地方自治体が

それぞれ処理することが許容されているものは、地方への一元化が基本

② 法令上、事業規模の大きさや事務・権限の対象範囲等によって国と地方自

治体がすでに一定の役割分担をしているものは、事務・権限の地方への移

譲が基本

③ 地方が実施する事務に関して、国が広域的な見地等から調整し、又は関与

を行っているものは、廃止が基本

④ 現在は主に国のみでその事務を行っているものは、地方自治体による総合

行政の確立等に資する場合、事務・権限の地方への移譲・廃止等が基本

（３） 道州制の導入に向けた検討

道州制の前提となる地方分権改革を進め、「道州制ビジョン」の策定に向

け、国民的な議論を更に深めるとともに「道州制ビジョン懇談会」におい

て引き続き検討を行う。


